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行財政改革実施計画・行動計画票

82 ［平成１８年５月８日提出］

基本方針 　定員管理と給与の適正化等 担当課名 総務課

重点項目 　給与の適正化

取組項目 　人事院勧告に基づく給与水準の見直し

経過・現状

・国における給与構造改革に準じて、給与水準を見直していく。

（H17.4.1現在）

行
　
　
動
　
　
概
　
　
要

①目標 人事院勧告に基づく給与水準の見直し （目標年次） 平成１８年度

②期待され
る効果

・給与の適正化

③必要性・
問題点

・職員組合との協議、調整

④対象 全職員

年度 実施内容・予定時期

１７年度
（実績）

・国における給与構造改革に準じて、新町の給与運用
基準を職員組合と協議、調整する。
・県、他地方公共団体の情報収集を行う。

効
果

１８年度

・国における給与構造改革に準じて、新町の給与運用
基準を実施。

効
果

１９年度

効
果

２０年度

効
果

２１年度

効
果

関係例規等 名称 改正時期


